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多部門冊代重複モデルによる税制改革の分析＊
?
本
?
之
第 1節はじめに
最近の政府税制調査会の答申においては，今後の税制改革のあり方につい
て，より長期的な観点から税制を構築する必要性があることを強調してきて
いる。たとえば，平成 5年1月の「今後の税制のあり方についての答申」に
おいては，「①高齢化社会を支える勤労世代に過度に負担が偏らないようにす
るためには，世代を通じた税負担の平準化（個々人にとっては，ライフサイ
クルを通じた税負担の平準化）を図り，社会全体の構成員が広く負担を分か
ち合う税制を目指すべきではないか。②高齢化社会においても安定的な経済
成長を持続させるためには，国民一人一人がその活力を十分発揮することの
できる税制を目指すべきではないか。」という基本的な考え方が表明されてい
る。
このような税調答申の基本的な考え方に沿って現実の税制改革が達成でき
るものかを評価するためには，長期的な視野に立った経済分析が要請される。
この問題意識に答えようとした業績はすでに数多く存在している。代表的な
ものとしては，世代別に生涯を通じての税負担が税制改革によってどのよう
＊本稿の作成にあたっては，本間正明教授（大阪大学），跡田直澄教授（大阪大学），山田雅
俊教授（大阪大学）からfi"重なコメントを頂いた。また， 1996年度の経済学部共同研究費
を頂いた。記して深く感謝したい。
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に変化するかをあきらかにした橋本・跡田・林(1991)やライフサイクル一般
均衡モデルを用いた分析として，本間・跡田・岩本・大竹(1987a)(1987b), 
岡本(1996)などがある。
しかし，前者の分析は部分均衡モデルであるため，税制が経済成長に及ぽ
す影響をみることができない，後者の分析は単一の消費財を仮定しているた
め，たとえば食料品に軽減税率を適用するといった消費税の複数税率化の影
孵をみることができない，という問題点を抱えている。本稿では，これらの
研究の抱える問題点を克服する第一歩として，多世代多部門の世代重複型一
般均衡モデルを作成することにした。すなわち，経済には複数の世代が重複
し，これらの世代による生涯にわたる効用最大化行動の結果として決定され
る各期の総消費水準や総貯蓄水準は生産部門を通じて経済成長率に影響を与
えることになるのである。
本稿の目的は，このようなシミュレーション・モデルを用いて，高齢化社
会において税制が経済成長に及ぽす影響を考慮したうえで，ライフサイクル
の観点から税制改革前後の厚生比較をおこなうことである。
本稿の具体的構成は以下の通りである。第2節では，多部門世代重複モデ
ルを構築し，そのモデルに適用するパラメータとデータを解説する。第3節
では，村山税制改革による厚生変化と所得税減税を利子所得税ないし消費税
で代替した場合の厚生比較が試みられる。第4節では，本稿で得られた結果
をまとめ，今後の課題が述べられる。
第2節 多部門世代重複モデルの構築
本稿では，世代重複モデルを採用する。世代が重複したライフサイクルー
般均衡モデルとしては， Auerbachand Kotlikoff(1983)が有名である。わが
国でのライフサイクル一般均衡モデルによるシミュレーション分析も基本的
には彼らのフレームワークを踏襲したものといえる。
これに対して本稿では，租税分析のための多部門の応用一般均衡モデルと
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して有名な Ballard,Fullerton, Shaven and Whalley (1985)タイプのモデル
を世代重複モデルに拡張することにした I)。従来のモデルが定常状態におけ
る市場均衡条件を利用して，まず定常状態における均衡解を求めるものであ
ったのに対して，本稿のモデルの特徴は毎期ごとの市場均衡価格について不
動点アルゴリズムを利用して計算し，消費や資本といった変数が人ロ一人当
たりでみて一定となる定常状態に到達するまで，計算を繰り返すというもの
である。この手法により，生産部門の多部門化や，複数年次にわたる税制改
革を移行過程における税制パラメータの変更として捉えることなどが可能に
なる。以下では， 58世代が重複するモデルを提示しよう。
第 1項モデル
［家計部門］
まず，各世代における家計のライフサイクルの効用水準 Uは，各年齢s歳
時の消費水準Csに依存するものと考えて，ライフサイクルの効用関数を以
下のように特定化した。
58 
U=~(l+o) 一(S-1) S 
C 1-ly 
Fl 1-Y y
(1) 
ここで， GはS歳時点の消費量， yは異時点間の代替の弾力性である。た
だし，煩雑化を防ぐため，世代に関する添え字は省略している。なお， (1)式
において添え字 Sが1から58となっているのは， 23歳の労働市場に参入する
時点を期間 1とし， 80歳の死亡時点を期間58としていることを意味する。ま
た各世代は期間38, すなわち60歳で退職すると仮定する。
各世代のライフサイクル全体での予算制約式（現在価値制約式）は，以下
1) Ballard, Fullerton, Shoven and Whalley (1985)タイプのモデルを用いた我が国の
税制評価のための一般均衡モデルとしては，市岡(1991)が有名である。本稿のモデルは，
市岡(1991)のモデルを簡略化することで，税制問題に特化した小型の静学的一般均衡モ
デルである橋本・上村(1997)のモデルを拡張したものである。
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のように定式化できる。
ミ 砥s = i (1-tp)wL.-fvs 
,=II出。(1+ (1-fr)な） ,=IIい(1+ (1-fr)な）
+ i b. 
sc39 II~=。 (1+ (1-fr)な） (2) 
ここで， WsはS期の賃金率，叫ま S期の利子率， QsはS期の税込み合成消費財
価格， lysは累進税率表のもとでの S期の給与所得税負担額， lrは利子所得税
率， lpは年金の本人負担分の保険料率，ムは S期の労働供給量， bsはS期の年
金給付額である。
(2)式の制約のもとで(1)式を最大化すると
叫=(1 + i冒）rs  [六rCs (3) 
が得られる。
本稿の議論の特徴は，長期均衡のみを考えるのでなく，均衡への移行期に
ついても各期毎に均衡を求め，その上で税制改正の厚生等への影響を明らか
にすることにある。このために，各家計は現在の消費財価格 (Js,賃金 w,資
本レンタル rの全てが将来にわたって継続するという静学的な予想を行う
とする。この結果，移行期には予想が外れるが，家計は次期において期初（前
期末）の貯蓄残高を所与として残る生涯消費から得られる効用を最大化する
よう消費計画を組み直すと考える2)。すなわち，今ある家計が h時点 (h>O)
にいるとすると次の予算制約を持つことになる，つまり，在職している場合
には
" (1-tp) WLs-lys i qふ =(1+(1-t,)r: 砂 Sぃ+~、"Iい (1+(1-lr)り、,,Iい(1+ (1-t,) rs) 
+ i bs 
、,:1!, Iい(1+ (1-tr)八） (4) 
となる。また，退職している場合には，
2)本間・跡田・大竹・岩本(1987a)は，本稿と同様の予想形成を用いている。一方，Auerbach
and Kotlikoff0983)は完全予見の予想形成を用いている。
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i QsCs = (1 + rh)$ぃ+i bs (5) 
s=h IT~=O (1 + (1-fr)な） ,=, I出。(1+(l-fr)な）
となる。
また， (1)式の効用関数はnestの形になっており，各期の消費は次のような
コブダグラス関数であるとする，
10 
Cs=II X ti
j=l 
(j=l, ・・, 10) (6) 
ここで， X;sはS期の第i個別消費財であり，んは第j個別消費財のウェイ
ト・パラメータである。
s期の各家計の個別消費財に関する制約条件は，
10 
QsCs=~(1 + tc) P;sX;s (7) 
1~I 
となる。ただし，P;sはS期の第j個別消費財の価格， fcは消費税の税率である。
(7)を制約条件として， (6)を最大化すると，以下のような個別消費財の需要
関数が得られる。
ふ＝屈Cs
(1 + lc)P;s 
ただし， X;sはS期の第j個別消費財の需要である。
(j=l, ・・, 10) (8) 
(6X7X8)式を用いれば， s期の個別消費財価格と S期の消費財価格の間には
以下の関係が成立することがわかる。
10 
(1 + fc)P1s 
l, 
qs= j!i;{ ,l; } (9) 
また，任意の h期における各家計の貯蓄残高は，在職期間については，
sh= (1 + (1-t,) rhSh-1 + (l -lp) whLhー も一qhCh (10) 
となり，退職後の任意の h期については，
Sh=(l+(l-t,)な）Sた ,+bh―qhCh (IO)' 
となる。したがって，任意の h期における各家計のフローの貯蓄△ ふは，
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△ sh=sh-sh-1 (ID 
となる。
［生産部門］
生産 Qを産出する第j生産者に関しては，生産要素として資本と労働を投
入するコブダクラス型の生産関数，
Q戸屯L~Ko-«,> (j=l,・・・,12) U2) 
が想定されている。ここで， L;が第i産業の労働需要， K;が第j産業の資本
需要，屯は第j産業の効率パラメータ， ot;は第j産業の分配パラメータを示し
ている。モデル上，消費財を生産する消費財産業なるものが存在するとし，
10個の消費財を生産すると想定する。さらに，第11産業は公共財産業，第12
産業は投資財産業を示している。なお，以下では煩雑化を避けるために，時
間に関する添え字を省略する。
第j産業の産出 1単位当たりの費用最小化要素需要を求めると以下のよう
になる。
_b_=_l_ [ a (1 + tk) r ] CI-a,l 
Q; 屯 (1-a)(1叫） W (j=l,・・・,12) 03) 
且L=_l._ <1 -a> <1叫） W a』
Q; 屯[ a (1団）r ] (j=l,・・・,12) U3)' 
ここで， [kは資本税率であり， lwは年金の雇用主負担分の保険料率を意味して
いる。これらを用いれば，利潤ゼロ条件により各産業の生産者財価格P;を要
素価格の関数として表すことができる。
炉 (1叫） Wも+(l+t砂忍
［政府部門］
(j = 1,. , 12) 04) 
政府は，所得税，消費税，資本税，社会保険料（雇用主および本人分）か
らなる総税収を年金給付と公共財の購入にあてるものとする。なお，本稿で
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は単純化のため，ある年の社会保険料の収入は，そのままその年の年金給付
に支出されるものと想定している。また，本稿では年金の保険料収入が年金
給付を下回るものとし，年金会計の赤字は所得税，消費税などの一般会計よ
り国庫負担として補填されるものと仮定した。
具体的には任意の h時点での年金の国庫負担P凡は
/1+20 /,+58 12 
P凡=~N,心ー ~N,乱;,wL;心 fwWL;h
;~1,+1 =ヽ/+21 ,=1 (h=O, ・・, oo) 
(15) 
と示される。ここで b;は第 i世代の年金給付額，瓦は第 i世代の労働供給量，
L;hは第h期の第j産業での労働雇用量， Nhは第 h期の総人口， Nihは第 h期
第i世代の人口である。この式は， h時点において，第 h+l世代から第 h+
20世代までの年金給付が，第h+21世代から第h+58世代までの年金の保険
料と第1産業から第12産業までの産業で雇用主が支払った年金保険料の雇用
主負担分によって賄われ，不足分が国庫負担となることを意味している丸
さらに，第h期における政府の一般会計の総税収は TRhは，以下の式で示
される。
/,+58 /,+57 /,+58 
TRh = tkrh~K;h +~N;hい+ trrh~N;hSih-1 +~Nih如cih
j=l 1=/,+21 i=h+I 、=/,+]
(h=O, ・・, oo) 06) 
この式は政府の一般会計の歳入が，第h期において，第1産業から第12産業
までの企業から徴収した資本税収，第h+21世代から第h+58世代までの給
与所得税収，第h+l世代から第h+57世代までの世代から徴収した利子所得
税，第h+l世代から第 h+58世代までの世代から徴収した消費税の税収から
構成されることを意味する。
この一般会計の総税収から年金の国庫負担を差し引いたものは，すべて公
共財の購入に充てられるとすると
3)現実には，国庫負担は基礎年金給付費の1/3である。
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P11hZi I h = TRh -PFh (h= 0, ・・, oo) (17) 
が成立する。ただし， P11hは第 h時点の公共財価格， zllhは第 h時点の公共財
需要量である。
［市場均衡］
前述のように本稿では第0期から定常状態に至るすべての時点について市
場を均衡させる価格，直接的には各時点の均衡 wh,rhを求め，税制改正の厚生
等への影響のシミュレーション分析を行う。そこで各期の均衡がどのように
捉えられるかを消費財，公共財，投資財の順に説明しよう。
消費財市場においては，各期での家計の消費財の需要量を満たす消費財が
第1産業から第10産業までの企業によってそれぞれ生産されるものとする。
たとえば，第 h期の第j消費財の需要量 Z;hは，重複する第 h+l世代から第
h+58世代までのそれぞれ80歳から23歳の各年齢時点の第j個別消費財の需
要量に各世代の人口をかけて合計したものとなる。
l,+58 
Z;h=~N, ぷ;jh (h=O, ・・, oo) US) 
t=lt+I 
第h期の各消費財市場においては，各消費財の需要量4hに見合う各消費
財 Qjhが供給されるので
Q;h=な (j=l,…, 10; h=O, …, 00) (19) 
が成立する。
公共財については，政府税収から年金給付のための負担額を控除した全額
が公共財供給に向けられるとする。そこで公共財供給を Qllhで表すと，第 h
期の公共財需給の均衡は
Q11h=Z11h (h=l,··•,oo) (20) 
となる。
投資財市場においては，各家計の h期の総投資量に等しくなるように，第
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12産業で生産される投資財が供給されるものとする。第 h期の総投資量は，
(1り式で示される各家計のフローの貯蓄額を合計し，投資財価格で割ったもの
となる。すなわち，
h〉
I,.= ~Nhi• S;h ;"i,+ I 
P12h 
(h=O,··•,oo) (2り
と示される。ここでlhはh期の総投資を意味している。したがって， h期の
投資財市場の均衡条件は，投資財の供給量を Ql2hとしたとき，
Q12h=l12h (h=O, …'00) (2) 
となる。
以上のようにして，消費財各財，投資財および公共財の需要とそれをちょ
うど満たす各財の供給量が求められる。さらに，本稿で想定している生産技
術の下では，これらの供給を満たす資本および労働に対する要素需要が定ま
り，その結果需給均衡が要素市場に集約されるため，資本および労働の要素
市場についてのみ均衡を考えればよい形になっている 4)。
すなわち，労働市場と資本市場における派生需要は，それぞれU3Xl3)'式の生
産量1単位当たりの要素需要関数に各産業の供給量を乗じることで求めるこ
とができる。この各産業の労働需要を LD;,資本需要を KD;としよう。
次に，労働市場と資本市場における総労働供給と総資本供給を求めよう。
総労働供給は，各世代のうち在職期間の家計の労働供給に人口をかけて集計
したものとなる。第 h時点の総労働供給LShは
/,+58 
囚況=~N;hLih (h=O, ・・, oo) (23) 
t=lt+2l 
， 
となる。この式は，第h時点においては第h+21世代から第 h+58世代までの
労働供給量に人口をかけて合計したものが，総労働供給となることを示して
4)これは，基本的に Ballard,Fullerton, Shoven and Whalley(l985)と同じ想定である。
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いる。
総資本供給は，各世代の前期の貯蓄残高から構成されるものとする。した
がって，第 h時点の資本ストック元図は
窓戸Nh+1Sh+1,s1+Nh+2Sh+2,ss+,•••, +Nh+s1Sh+s1,1 (h=O, …，四(24)
となる。この式は第h期の資本ストックは，第 h+l世代から第 h+57世代ま
での家計の前期の貯蓄残高に人口をかけたものとなることを示している。
以上の関係を考慮すると，労働市場と資本市場において以下の集計的超過
需要関数が成立する。
12 
pk=~KD; —窓
j=l 
12 
PL=~LD; —瓦
j=I 
(25) 
(26) 
となる。ただしPLは労働市場の超過需要関数であり，Pkは資本市場の超過需要
関数である。煩雑化を避けるため時間に関する添え字を省略しているが，こ
の式は，すべての期間について成立する。本稿では，各期の市場均衡はこの
労働と資本の超過需要関数をいずれもゼロとするような労働価格 W と資本
価格 rの組み合わせとして求められることになる。
第 2項 パラメータの設定とシミュレーションの方法
この節では，上記のモデルにもとづき，本稿では1994年から1997年にか
けて実施された村山税制改革を対象としたシミュレーション分析をおこなっ
た。以下では，シミュレーションをおこなうための各種パラメータの設定と
具体的なシミュレーションの手順について説明しよう。
本稿で用いたパラメータは，基本的には既存のシミュレーション分析で使
用されていたものを利用している。(1)式の効用関数のパラメータについては，
本間・跡田・岩本・大竹(1987)より y=0.3,cS=0.01とした。 (6)式の個別消
費財の配分に関するコブ・ダグラス型の効用関数のパラメータについては，
表 1のように設定した。このパラメータは，各個別消費財が総支出額に占る
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割合を示すものであり， 1995年の『家計調査年報1を利用して， 10大消費項
目を支出総額で割ることで求めた5)。生産関数のパラメータは，表2のような
橋本・上村(1997)の設定を利用した。
ロ
表 1 個別消代パラメータ：入
消校財産業 SNAの産業 0 ゜I 食料 食料品 0.497 2.000 
2 住居 不動産業 0.035 1.164 
3 光熱•水道 電気・ ガス・水道業 〇.331 1.887 
4 家具・家事製品 その他の製造業 0.660 1.899 
5 被服及び服き物 その他の製造業 0.660 1.899 
6 保健医療 サービス業 0.555 1.988 
7 交通・通信 運輸・通信業 0.913 1.343 
8 教育 サービス業 0.555 1.988 
9 教養娯楽 サービス業 0.555 1.988 
10 その他の消費支出 サービス業 0.555 1.988 
11 公共財 政府サービス生産者 0.508 2.000 
12 投資財 一般機械 0.814 1.617 
出所：橋本・上村(1997)
次に，本稿で考慮した税制と年金制度について説明しよう。税制としては，
所得税・個人住民税，消費税，法人税を考慮している6)。所得税・個人住民税
は， (2)式の lysで示されており，表3のような超過累進税率表のもとで求めら
れる。この税額は，各世代の各年齢時の所得に応じて計算される。消費税率
5)本稿では単純化のために，この個別消費財のパラメータをすべての世代のすべての年
齢時点で同一であると仮定した。
6)本稿のモデルは，法人税を資本税として取り扱っている。
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leは改革前を 3%,改革後を 5%とした。資本税率いこついては，市岡(1991)
の直接資本税率の平均値35.196%を利用した。
表 3 所得税・住民税の税率表
改革前 改革後
給与所得控除 給与収入 控除率 給与収人 控除率
165万円以下 40% 180万円以下 40%
330 / 30 360 I 30 
600 I 20 660 1 20 
1,000 I 10 1,000 1 10 
1,000万円超 5 1,000万円超 5 
所得控除（所得税） 人的控除各35万円 人的控除各38万円
所得控除（個人住民税） 人的控除各31万円 人的控除各33万円
税率表（所得税） 課税所得 限界税率 課税所得 限界税率
300万円以下 10% 330万円以下 10%
600 I 20 900 I 20 
1,000 I 30 1,800 I 30 
2,000 I 40 3,000 I 40 
2,000万円超 50 3,000万円超 50 
税率表（個人住民税） 課税所得 限界税率 課税所得 限界税率
160万円以下 5% 200万円以下 5% 
550 1 10 700 I 10 
550万円超 15 700万円超 15 
年金制度としては，単純化のためすべての世代に同一の年金制度が適用さ
れるものとした7)。本稿では，各世代の61歳から64歳までは部分年金が支給さ
れるものとした。この部分年金給付額は，厚生年金の報酬比例部分である。
本稿では，各年版の『家計調査年報』の世帯主年齢階級別のデータを利用し
て，各世代の定期収入のコーホート・データを作成した8)。この各世代の定期
収入のコーホート・データを平均し，再評価率を乗じたものを平均標準報酬
月額とした。平均標準報酬月額に，生年月日による乗率1000分の7.5と加入期
7)現実の年金制度では，生年月日により年金の給付額が変わってくる。また， 1994年年金
改革による支給開始年齢の引き上げと部分年金の支給は，一部の世代には経過措置によ
り適用されない。
8) コー ホー ト・デー タの詳細は，橋本・林・跡田(1991)を参照されたい。
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間38年とスライド率1.007を掛ければ，各世代の部分年金の支給額が計算でき
る。さらに65歳からは部分年金に加えて，基礎年金が国民年金から支給され
る。この基礎年金は月額6万5,485円であり，本稿では夫婦2人分が支給され
るものとした。年金の保険料は，すべての期間について17.35%が労使で折半
されるものとした。モデル上では， (2)式の lpが本人負担分であり， (13)式の lw
が雇用主負担分である。
0.3% 
0.2% 
人
0.1% 
ロ 0.0%
成
長 -0.1%
率
-0.2% 
-0.3% 
-0.4% 
図 1 人口成長率の設定
6 l 162126313641465156616671768!'86919610110 
期間
最後に，本稿で想定した人口成長率について説明しておこう。本稿では，
我が国の人口の高齢化を考慮するため，図 lのような人口成長率を想定した。
新規参入人口の増加率に以下の仮定をおくことで計算したものである。すな
わち，第0期以降に新規参入する人口は初期値が 1%の増加率であり，その後
毎期新規参入増加率が0.12パーセントポイントづづ低下し，その低下は新規
参入の増加率がゼロになるまで継続するものとした。このような想定を置く
ことで通常の人口成長率である総人口の増加率は，図のように一端マイナス
となり，やがて0%に収束することになる。
これらのパラメータを設定すれば以下の手続きで，シミュレーション分析
をおこなうことができる。
（ステップ 1) まず，第 1世代の80歳時点を期間ゼロとおき，第 1世代から
第58世代までの，各世代の初期値を設定する。具体的には，各世代の前期末
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の貯蓄残高を与え，それを集計したものが期間ゼロにおける総資本供給とす
る9)0
（ステップ2)労働価格 W と資本価格 rの初期値を与える。ここで資本価格
rは賃金価格を w=lに基準化したときの相対価格として与えられる。
（ステップ3)w とrが与えられれば(13)(13)'式より生産 l単位当たり労働と
資本の要素需要関数が求まる。
（ステップ4)生産 l単位当たりの要素需要関数を(14)式に代入すれば， 12の
産業での生産者価格が求まる。これらの産業の生産物価格のうち，第1産業
から第10産業の価格に消費税を掛けた価格(1+ lc)P; が，『家計調査年報』の10
大消費項目の消費財価格となるとおく。
（ステップ5) この10個の税込み消費財価格を(9)式に代入すれば各世代の当
該期間の合成消費財価格が計算できる。
（ステップ6)各世代は，税込み合成消費財価格p.,労働価格w,資本価格
rが与えられたことにより， (3)式の定差方程式と(4)ないし(5)式の予算制約式
より，各期の各世代の消費が決定される。消費額が決まれば，各期のフロー
の貯蓄額も計算できる。また各世代の当該期間の消費は， (8)式の個別消費財
の需要関数によって10個の個別消費に振り向けられる。
（ステップ7)当該期間における各世代の個別消費財の需要をそれぞれ集計
したものが第1産業から第10産業までの各企業の生産物に対する総需要とな
る。さらに，当該期間における各世代のフローの貯蓄額を集計したものが，
投資財を産出している第12産業への投資額となる。さらに，所与の価格体系
のもとで決定した消費や所得などから徴収された税収が公共財産業である第
12産業の生産物の購入に充当される。
（ステップ8)ステップ7より第1産業から第12産業までの各産業での産出
9)初期資産残高には平成6年の『貯蓄動向調査」における年齢階級別の金融資産残高を利
用した。この資産分布に，平成6年の「国民経済計算年報』の家計の正味資産に対する金
融資産の比率2.002574833をかけあわせたものを初期資産として与えている。
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量 Q;が求まる。この産出量を生産量 1単位当たりの要素需要関数に乗じると
各産業の労働需要LD;と資本需要KD;が計算できる。
（ステップ9)各産業の労働需要と資本需要を合計し，総労働需要と総資本
需要を求める。一方，固定的に供給される労働供給と資本供給を集計すれば
総労働供給と総資本供給も計算できる。
（ステップ10)ステップ9より，資本市場と労働市場の超過需要関数を求め，
超過需要関数がゼロでない場合には，メリルアルゴリズムにより wとrを
変化させ，超過需要が収束条件を満たすまで，ステップ2からステップ9ま
での手順を反復させる。
（ステップ11)超過需要が収束条件を満たし，当該期間の市場均衡が成立し
たならば，次の期に進み，再びステップ2からステップ9までの反復計算を
おこなう。
（ステップ12)以上の手続きを移行過程から定常状態に至るまで，逐次的に
反復計算をおこない，すべての期間について市場均衡を求める。この毎期の
均衡計算は，人ロ一人当たりの総消費量，総資本量，労働と資本の相対価格
が一定となる時点まで行う。
第3節分析結果
第2節で，構築したモデルに現実のデータを適用し，効用関数や生産関数
のパラメータを設定すると，多世代多期間の世代重複モデルにおけるシミュ
レーション分析が可能になる。本稿では，この世代重複モデルを利用して，
1994年度から1997年度までの間に実施された村山税制改革の評価を試みよ
う。
本稿で分析対象とした村山税制改革のスケジュールは表4のようにまとめ
られる。この税制改革の特徴は，税制改革が減税先行となったため，複数年
度にわたっていることと先行減税の一部が，所得税・住民税額の一律減税に
よる特別減税となっていることである。また同じ一律減税であっても1994年
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と 1995• 1996年では減税の上限額が異なっている。 1995• 1996年の特別減税
は所得税の減税額の上限が5万円とかなり低く抑えられている。 1995年以降
は，表3に提示してような税率表改正と所得控除の引き上げを含む制度減税
も行われている。
表4 村山税制改革のスケジュール
1994 (平成6)年 特別減税
所得税額の一律20%(200万円を限度）
住民税額の一律20%(20万円を限度）
1995 (平成 7)年制度減税＋特別減税
所得税額の一律15%(5万円を限度）
住民税額の一律15%(2万円を限度）
1996 (平成8)年制度減税＋特別減税
所得税額の一律15%(5万円を限度）
住民税額の一律15%(2万円を限度）
1997 (平成9)年制度減税＋消費税税率引き上げ
このように，村山税制改革は，単年度でなく複数年度にわたっておこなわ
れたところに特徴がある。従来のライフサイクル一般均衡モデルでは，基本
的に定常状態において 1人当たりの変数，価格がすべて一定となることを利
用して，定常状態における市場均衡を反復計算で求めるという手法が使われ
ているために，村山税制改革のように移行過程において税制が変更される影
響を考慮することはできなかった。これに対して本稿では各期において均衡
を求める方法を採っているので，税制の変更が移行期における厚生等の各変
数に与える影響についても明らかにすることができる。
以下上記のような複数年にわたる税制改革の厚生への影響を分析する。た
だし，村山税制改革は消費税率が 5%に引き上げられる1997年度以降増税と
なり，また本稿で（年金給付負担後の）税によって供給される公共財が効用
または生産に貢献しないと想定しているため，定常期における厚生は改革前
のそれより必然的に悪化し，したがって税制改革前後の厚生を単純に比較す
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る方法では税制改正の影孵を適切に評価することが困難である。そこで，ま
ず税制改革が厚生にどのように影押するかを見た後，村山税制改革の所得税
減税を所与としながら，一人当たり公共財供給が改革前の水準に維持される
よう消費税または利子所得税が調整される場合を想定し，各々の場合にどの
ような厚生への影響が生じるかを検討する。
第 1項 1994年度改正の厚生分析
図2 村山税制改衛ifj後の一人：りたり総削費の経路
? ?
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まず，村山税制改革前後の厚生分析からおこなおう。図 2には，村山税制
改革前後の一人当たりの総消費の経路が描かれている。図 2の改革前の系列
は，税制改革が実施されずに1993年度税制が継続した場合の総消費の水準を
示したものであり，改革後は村山税制改革により達成されることになる総消
費の水準を示したものである。図では，改革前，改革後のいずれの場合にも，
総消費が約140年後には，ほぽ横這いとなる。本稿では最終的に人口成長率が
ゼロとなると想定したために，一人当たりの総消費増加率がゼロとなる段階
で経済が定常状態に到達しているのである。
次に，税制改革前後の厚生水準をより明確に比較するために，各世代の各
期の消費紙を(1)式の効用関数に適用し，効用水準を計算し，任意の期間に重
複して生存する58世代の厚生水準の集計値を利用しよう。なお，厚生比較に
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あたっては，税制改革前後での総厚生の変化率を求めることにした。また，
本稿のモデルではシミュレーションの開始時点においては，たとえば第 1世
代についてはすでにライフサイクルの最終期間に差し掛かっているために，
過去の消費鼠の情報が得られないことを指摘しておこう。完全なライフサイ
クルの消費量の情報が得られるのは第58世代以降の世代からのみである。し
たがって，第 1世代から第57世代が生存している期間については，各世代の
生涯の効用水準を比較していないことになる。
図3 村山税制改策前後の総岸生の変化率
: 5i6[16 263646566:7;8696106116126136 
図3は，税制改革前後について各期間の総厚生水準の変化率を描いたもの
である。図では，村山税制改革による94(平成6),95 (平成7),96 (平成8)
年の減税先行期間においては，厚生水準が改善され， 1997(平成9)年におけ
る消費税率の5%への引き上げによって厚生水準は急激に悪化する。その後，
多少は改革による厚生水準の低下の度合いは減少するものの，定常状態に至
るまで厚生水準の低下は継続することになる。
第 2項 一人当たり公共財供給を一定とした比較分析
前項で示したように，村山税制改革は1997年度以降増税となるため，減税
先行期間を除いて社会的厚生は悪化する。そこで本項では，所得税減税は同
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改革のように行われるが，一人当たり公共財供給が改革前の水準に維持され，
その財源をちょうど満たすように消費税率または利子所得税率が調整される
と想定し，各々の場合に厚生がどのように影響されるかを考える。以下，消
費税が調整される場合をケース 1'利子所得税が調整される場合をケース 2
と呼ぶ。
これをより具体的に説明しておくと次のようである。まず，本稿のモデル
で改革前の一人当たり公共財供給は479.5747241128単位である。次に，第0
期以降表3の所得税減税が行われるとする。第3に，税制改革以降も一人当た
り479.5747241128単位の公共財が供給されるよう，消費税率または利子所得
税率が調整されるとする。
なお，本稿のモデルにおいては，労働供給を外生的に固定しているため，
累進所得税は消費と余暇の選択に関して効率性のロスを生じないことにな
る。したがって部分均衡モデルにおいて，労働供給を外生的に固定した場合，
所得税と消費税のいわゆる同値性が成立する。しかし，本稿のような世代重
複一般均衡モデルにおいては，勤労期間にのみ課税される所得税とすべての
期間について課税される消費税では貯蓄に与える影響が異なることになり，
所得税と消費税の同値性は一般的には成立しない。さらに，本稿では第1世
代から第57世代まではそれぞれの人生の途中で税制改革がおこなわれるため
に，すでに退職期間にさしかかった世代は消費税の増税のみを被ることにな
る。
表5は，改革前，ケース 1,ケース 2のそれぞれについて，移行過程から
定常状態に到達するまでの各期間についてのシミュレーション結果をまとめ
たものである。なお，この表では期間については40年おきに掲載してある。
この表のケース1とケース2の数字を改革前の数字と比較すれば，税制改革の
評価が可能となる。
同表の結果は次のように要約されよう。第1に，一人当たり公共財水準を
一定に維持しようとすると所得税減税を行わない場合でも，消費税率を3%
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表 5 移行過程での比較
゜ 40 80 120 160 165 一人当たり消費 191.24 183.56 172.14 173.15 173.13 173 .13 
一人当たり資本 2833.50 2713.32 2532.45 2546.01 2545.79 2545.79 
改 一人当たり所得 637.34 597.51 611. 79 612.86 612.84 612.84 
革 消費税率 3.0% 9.3% 8.9% 8.7% 8.7% 8.7% 
月.IJ 消費者価格 3.20 3.40 3.49 3.48 3.48 3.48 
総厚生 -0.0041 -0.0227 -0.0330 -0.0332 -0.0331 -0.0331 
一人当たり消費 190.92 184.23 172.71 173.72 173.70 173.70 
一人当たり資本 2833.50 2728.55 2545.84 2559.47 2559.24 2559.25 
ケ 一人当たり所得 636.96 597.54 611.77 612.84 612.82 612.82 
I 消費税率 3.5% 9.7% 9.3% 9.1% 9.1% 9.1% ス
1 消費者価格 3.21 3.40 3.49 3.48 3.48 3.48 
総厚生 -0.0041 -0.0224 -0.0325 -0.0328 -0.0326 -0.0326 
一人当たり消費 191.37 177.16 158.77 163.12 163.25 163.25 
ケ 一人当たり資本 2833.50 2525.78 2245.63 2315.36 2316.91 2316.93 
I 一人当たり所得 637.50 599.63 611.15 613.15 613.22 613.22 
ス 利子所得税率 21.2% 37.5% 38.6% 37.0% 36.9% 36.9% 
2 
消費者価格 3.20 3.32 3.48 3.44 3.44 3.44 
総厚生 -0.0041 -0.0227 -0.0335 -0.0339 -0.0335 -0.0335 
から8.7%まで引き上げなければならないことが注目される。第2に，所得税
減税を行って消費税を調整するケース 1の場合，第0期でも3.5%の税が必要
で，定常状態では9.1%という水準になることが分かる。第3に，所得税減税
を利子所得税で調整するケース 2の場合，同税率が初期時点で21.2%,定常
期では36.9%と高いこと，またそれを反映するように厚生水準が非改革およ
びケース 1の場合と比べてかなり低いことが注目される。
図4は，税制改革前後で一人当たりの総消費量の変化率を描いたものであ
る。なお，ここでは税制改革の質的な評価をするために， 1994年から1996年
にかけての先行減税は考慮せず，第0期から表4に示されている所得税の税
率表の改正についてのみシミュレーションをおこなった。
ケース 1と改革前の消費水準を比較すると，改革が実施された当初の移行
過程においては，ほぼ同じ一人当たりの消費水準を達成するが，約15期間以
降についてはケース 1のもとでの方がより高い一人当たりの消費水準を達成
できることがわかる。またケース 2と改革前の消費水準を比較すると当初の
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図4 一人当たり消費の経路
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期間はケース 2の方がより高い消費水準を達成できるが，約15期間以降につ
いては一人当たりの消費水準は改革前よりも大きく低下することがわかる。
改革前の税制と比較して，ケース 1'ケース 2の改革のどちらが優れてい
るかを改革前の厚生水準からの変化率をみることで比較したものが図5であ
る。図によるとケース 1では，当初の数期間においては厚生水準を悪化させ
ることになるが，その後は定常状態に至るまでよりも高い厚生水準を享受で
きることになる。一方，ケース 2では，厚生水準は多少の変動はあるものの
移行過程から定常状態に至るまで，厚生水準が悪化することがわかる。
このような，税制改革が厚生水準にもたらす差は，資本蓄積の差として説
図5 税制改革前後の厚生変化率の比較
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明できよう。図6は，改革前，ケース 1,ケース 2のそれぞれの税制のもと
で，一人当たりの資本の経路を描いたものである。ケース 1では，勤労期間
にのみ課税される累進所得税の減税が資本蓄積の増大につながっていること
を示している。ケース 2では，利子所得への課税が直接的に資本蓄積の減少
につながることを示している。なお，本稿のモデルでは，労働供給は外生的
に固定されているが，かりに累進税率表がフラット化されることにより，労
働供給への阻害効果が減少することを考慮すれば，所得税体系から消費税体
系への移行は，長期的な観点から一層支持されることになろう。
図6 一人当たり資本の経路
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以上の結果は，各期に存在している各世代の消費や，効用を集計して，社
会全体の観点から税制改革を評価したものである。しかし，仮に社会全体で
はプラスと評価されても世代間ではかなり異なる評価が成立する可能性が高
い。そこで，以下では世代間の厚生比較をおこなうことで，税制改革が世代
間の利害対立を生じる可能性があることを示そう。
図7は，移行過程において世代間の厚生比較をおこなったものである。本
稿のモデルでは，第 1世代から第57世代までは，生涯全体の消費データを計
算していない。そこで，移行過程の中で，すべての期間のデータが計算可能
になる第57期間における第58世代から第115世代の厚生水準を取り上げるこ
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とにした。図では，ケース 1のもとでは，改革前よりも当該期間において，
すべての世代の厚生水準が改善されることがわかる。一方，ケース 2では第
58世代から第68世代までは厚生水準が改善されるものの，その後の世代では
厚生水準が悪化することがわかる。若い世代では所得税減税による資本蓄積
促進効果が利子所得税増税による資本蓄積阻害効果を上回っていると考えら
れる。この結果は，成長経済においては利子所得税増税による阻害効果が後
の世代ほど大きくなることで説明されよう。
図7 移行過程での世代間の厚生比較
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最後に，定常状態において各世代の税制改革前後の厚生水準を比較すると，
ケース 1のもとではすべての世代について税制改革前よりも約1.28%程度厚
生水準が改善されることがわかった。一方，ケース2ではすべての世代につい
て改革前にくらべて約1.35から1.28%程度厚生水準が悪化することがわかっ
た。この結果は，定常状態においてはすべての世代について w,rといった
価格変数や一人あたりの消費，資産が一定となっているために，税制改革が
世代間での利害対立を生じないためと理解できよう。
第4節むすび
本稿での計算結果にもとづくと，長期的な観点から税制改革は以下のよう
に評価できよう。まず，近年行われてきた所得税中心の税体系から消費税体
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系への移行を伴う税制改革は，資本蓄積を促進することつながり，各世代の
厚生を改善することになる。また，消費税の増税を避ける場合には，所得税
を減税し，利子所得税を増税する手段も考えられるが，利子課税の増税は大
きく資本蓄積を阻害し，各世代の厚生水準を低下させることがわかった。こ
の結果は，高齢化社会における財源調達手段として，消費税の増税ではなく，
利子課税を強化する方向を選択することに対して否定的なものとなってい
る。
最後に本稿の議論の幾つかの問題を整理し，残された課題について述べて
おこう。
第1に，本稿の議論の内部的な難点として，税を投入して供給される公共
財が効用にも生産にも全く寄与しないと単純化されている点があげられる。
実際には無論例えば公園等は厚生を高め，道路，港湾等は生産性を高めるで
あろう。したがって，公共財を効用関数に明示的に取り入れるあるいはそれ
を社会資本として扱う等の方法がより適切であろう。このような取り扱いは
もちろん分析を煩雑にまた困難にするが，議論をより完全なものにするため
に必要な点である。
さらに，本稿の議論は幾つかの点で現実のそれを大きく単純化している。
この中で主要なものは以下のようであろう。すなわち第2点として，本稿で
は簡略化のために純粋なライフサイクルモデルを想定し，各家計は遺産を残
さないことになる。しかし，現実にはほとんどの家計が何らかの理由で遺産
を残している。ライフサイクルモデルにおいて遺産を取り扱うためには，効
用関数の中で明示的に遺産を取り扱うか，意図せざる遺産を考慮して死亡確
率の導入などが必要となる。
第3に，本稿では各家計の効用関数は消費にのみ依存すると仮定したため，
累進税率表が労働供給に与える阻害効果を考慮できない10)。
10)本間・跡田・岩本・大竹(1987a)は労働供給の内生化に成功しているが，所得税を比例
税に単純化している。
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第4に，本稿では人ロデータを人工的に作成している。厚生省による将来
推計人口の予測等を利用することで，より現実的なシミュレーションが可能
になるだろう。
第5に，年金制度についてはすべての世代が同じ年金制度に従うものと単
純化している。しかし，現行制度のもとでは，若い世代ほど給付が削減され
るように制度が設計されている。また，年金の社会保険料については現行の
水準で固定されるものとした。社会保険料は今後5年ごとに引き上げが予定さ
れている。これらの制度を考慮すれば税制だけでなく年金についての政策シ
ミュレーションも可能となろう。
第6に，本稿では法人税を資本利用への従価税の形で取り扱っている。法
人税の問題をとりあげるためには，利潤税として法人税制を組み込み，減価
償却制度や各種の引当金などの税制を考慮することが望まれるところであ
る。
第7に，本稿の一般均衡モデルにおいては，簡略化のために各産業が直接
消費財を生産するものとし，中間投入を無視している。 Ballard, Fullerton, 
Shoven and Whalley (1985), 市岡(1991)の静学的な応用一般均衡モデルで
は，産業連関表を利用することでこの問題をクリアーしている。
これらの多くの残された問題については，今後の課題としたい。
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